
AIを活用したハラスメント検知
企業内で利用されているメール・チャットをAIで分析し、ハラスメントに該当するものや、その存在を示唆するメー
ル・チャットを検出します

ハラスメントに関係するコミュニケーションは、加害者から被害者へのコミュニケーションだけではなく、被害者と周囲のメンバーの間にも存在する可能性が
あります。本サービスではAIによる分析を行い、ハラスメントに該当する可能性が高い、あるいは、存在を示唆するメール・チャットを検出します。

ハラスメントに該当するメール・チャットが発生するコミュニケーション

RecoveryReadiness Response

期待される効果
AIによるハラスメント検知は企業の置かれた状況や取り組み内容によって、様々な場面での利用が期待されます。

ハラスメントの予防

 ハラスメントの兆候を事前に把握
 取り組みを社内へ周知

効果
 事前にハラスメントの兆候を把握することにより、先手で対策を

打つことができる
 取り組みや効果を社内に周知することで、社員のハラスメントに

対する意識を向上させることができる

内部通報時の事実確認

 被害者および周囲のメンバーからの内部通報や相談を受けた際の
事実確認

効果

 発見されたメール・チャットを証拠として、当事者から実情が聞
き出しやすくなり、主観的見解や一方的主張だけに依らないこ
とで、対応が偏るリスクを低減できる

再発防止

 再発防止としてのモニタリングを定期的に実施

効果
 ハラスメント加害者の経過観察や再発の防止ができる
 定期的に実施することにより、類似事案が社内で発生していな

いかのモニタリングができる

内部・外部への発信

 企業としてのハラスメントに対する取り組みを外部に発信
 AIによる検知の効果を社内に公表

効果

 取り組みや効果を社内に周知することで、社員のハラスメントに
対する意識を向上させることができる

 対外的なアピールになる

被害者 周囲のメンバー

加害者
③加害者 → 周囲のメンバー
 相談、冗談半分の共有

④周囲のメンバー → 加害者
 ハラスメントに対する諫言、抗議

⑤周囲のメンバー → 周囲のメンバー
 ハラスメントへの不快感、相談、うわさ話
 第三者としては、メール・チャットを使用す

ることに躊躇が無い

①加害者 → 被害者
 発見されれば証拠としては強い
 証拠が残らないよう、メール・チャットを使用しな

い可能性がある

②被害者 → 加害者
 加害者への抗議
 直接言えないこともメール・チャットなら伝えてい

る可能性がある

⑥被害者 → 周囲のメンバー
 相談

⑦周囲のメンバー → 被害者
 フォロー、慰め

AI
ハラスメントに該当する
可能性が高いメール・
チャットを検出



Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited

© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

合同会社デロイト トーマツ
フォレンジック & クライシスマネジメントサービス
〒100-8363 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビルディング
TEL 03-6213-1180 FAX 03-6213-1085
E-mail dt-cm@tohmatsu.co.jp

危機管理センター
インシデント発生時の緊急連絡先
情報漏洩、法令違反、品質不正、会計不正、サイバー
攻撃など、今すぐにご相談されたい方はこちら

メールでのお問い合わせは

電話でのお問い合わせは

dt_emergency@tohmatsu.co.jp
 24時間受付中

0120-123-281
平日9:00~17:00受付

対象者インタビュー時の支援
 質問項目のアドバイス
 インタビューへの立ち会

い・メモの作成

再発防止策の作成支援
 再発防止策作成に関す

るアドバイス
 定期的なメールモニタリン

グ支援

不正調査および法律に関する専門家のアドバイスや再発防
止策の作成を支援することで、ヒアリング内容や再発防止
策に関する網羅性や公平性を担保することができる

特定の関係者だけでなく、チー
ムや部門単位でハラスメントに
関する認識を短期的に把握で
きる

AIによるスコアリングを実施する
ことにより、事実確認のためメー
ル調査を人海戦術で行うのと
比較し、効率的にハラスメントの
可能性が高いメールを抽出する
ことができる

従業員へのアンケートを実施
 アンケート内容の設計
 アンケートシステムの提供
 従業員への配布・集計

デロイト トーマツの支援例＜内部通報から事実確認を行う場合＞
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ハラスメントに関する内部通報があった場合、事実確認に時間がかかることや、その秘匿性から自社での調査が難しい場合があります。
デロイト トーマツは初動対応から再発防止策までワンストップで貴社を支援します。
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不正調査の知見を持つ専門家チーム
• 事案に応じた調査対象者、範囲の設定
• 発見の難しい問題行動の兆候を把握
• インタビューによる事実確認、深堀り
• 原因分析と再発防止への助言

不正調査に特化した分析プラットフォーム
• 不正調査のシステムを活用した分析環境の構築
• 分析⇒結果確認のサイクルを回すことにより、AIエン
ジンの精度を向上させることが可能

• 一元管理により過去にさかのぼっての再調査も可能

有事発生後の実態調査や原因究明、社内外への広報対応や事後の信頼回復、再発防止など総合的な支援が可能です。
デロイト トーマツの特徴
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